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1 農業経営発展に関する研究の意義  

近年，わが国の農業において極めて急速かつ多様な経営の変動パターンがみられるが，その  

一つは成長農産物を主要部門としたこれまでに類をみないぼど収益の高い大規模経営が成立し  

つつあることである。これらの高収益・大規模経営ほ特定の農産物に対する需要の成長や新し  

い技術の進歩，特に有利な機会を与える政策の実施などの外部的誘因の存在によって促進され  

たことはいうまでもないが，なかんずく，経営者の主体的な創意と努力に支えられて，革新を  

伴なった持続的な規模拡大の過程を経て成立するものであり，経営目標・経営者の意識・経営  

の運営原理・経営行動などの点において，従来のわが国の農業における伝統的な小農経営とは  

性格を異にして，企業経営のそれに多く類似した性格を有する新しいタイプの経営であるとい  

える。そして，これらの経営が今後のわが国農業の積極的展開の過程を担う主要な主体となる  

ものであると考える1〉。   

本稿では以上に示すような高収益・大規模経営の成立過程を農業経営の発展という動態過程  

として把握し，このような農業経営発展に関する研究方法について企業成長論的アプローチを  

試みることを主要な目的とする。   

ところで，従来，わが国の農業経営研究は一貫して理論的基礎を経済学に求めつつ展開され  

てきた2〉。なかでも企業理論が農業経営研究に占める位置ほ極めて重要であるき〉。したがって，  

農業経営研究はその理論的基礎とする経済学，なかでも企業理論の有する理論的性格を強く反  

映し，そこでの主要な分析の内容は完全競争一競争の純粋性と市場の完全性－と純収益極  

大化行動仮説にもとずく農業経営の組織的均衡（主体的均衡）であり，静学的均衡分析がそこ  

での主要な分析である。しかし，本稿で問題とする農業経営発展の過程は第2節において詳述  

するように，上にのペたような従来の農業経営研究では把挺し得ない動態過程に固有な属性を  

多く有する過程である。即ち，完全競争の前提をはずし，しかも農業経営の成長率極大化行動  

仮説にもとずく発展過程を主客な分析の内容とすべき属性を有する過程である。したがって，  

農業経営発展の過程を分析の対象とする農業経営研究は従来の農業経営研究とは分析の内容，  

分析方法の点で異なるものたらざるを得ない。  
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ところで，近年の経済学における著しい進展の主要な領域の一つは企業成長論に関するもの  

である。この企業成長論は欝3節において詳述するように，従来の企業理論の反省の上にたっ  

て，静学的均衡分析から動学的過程分析への展開，企業理論の周辺科学の進展，特に組織論や  

行動科学，一般経営学の進展を基礎にしたmanagerialeconomicsへの展開を基礎に構成され  

たものである。農業経営発展の過程がつとめて動学的過程分析の対象とすべきものであり，ま  

た，特に経営目標・経営者の意識・経営の運営原理・経営行動などを中心とした管理過程を主  

要な分析の対象とすべきものであるという点で，上に示すような企業成長論が農業経営発展の  

研究に有効な理論的基礎となると考える。   

次節では，農業経営発展が規模拡大を主要な内容とするという点で，従来の農業経営研究に  

おける規模拡大に関する研究の理論的性格と方法論上の問題点について検討する。   

欝3節ではE．Penroseの企業成長論の方法論的性格と構成について，第4節では第3節に  

示されるE．Penroseの企業成長論の農業経営発展に関する研究への適用，特に農業経営発展  

に関する問題領域の設定と分析方法について検討する。  

1）本稿で問題とする高収益・大規模経営が農業の集団化・組織化によって成立する場合もあるが，こ  

れについては他稿を予定している。   

2）わが国の農業経営研究の動向については文献〔22〕，〔33〕を参照。なお，本稿の執筆にあたり文献〔33〕  

に啓発されるところが多かったことを記しておきたい。  

3）本稿では特に企業理論に理論的基礎をおく農業経営研究について論ずる。  

2 農業経営規模拡大に関する分析方法論的性格と問題点  

わが国の農業経営研究において規模論は最も主要な問題の一つとして展開されてきた。これ  

らの規模論は近年でほ特に農基法構想以来，わが国の農政上の目標とされてきた自立経営・企  

業的経営創出の最も有力な手段としての規模拡大という現実的課題に対して，理論的基礎を与  

えるものであったという点に，その実践的意義があったことはいうまでもない。   

他方，以上に指摘するような規模論は，本稿でいう高収益・大規模経営の成立過程が規模拡  

大を主要な内容とするという点で一つの理論的基礎を提供することはいうまでもないが，高収  

益・大規模経営の成立過程ほ規模論によっては取扱い得ない多くの属性を有する動態過程であ  

り，したがって，そのような属性をも分析の対象とすべき分析方法の展開が必要であると考えら  

れる。本節の以下の部分では，このような分析方法の展開の前に，従来の農業経営研究におけ  

る規模論の分析方法論的性格と問題点の整理がなされる。   

ところで，わが国の農業経営研究において多く議論されてきた規模論の主要な問題領域は主  

として次の二つに分類・整理されよう。4〉一つほ規模概念にかかわるものであり，規模指標・規  

模計測に関する議論を主要な内容とする。ニつば適正規模概念にかかわるものであり，規模の  

経済（scale economies），規模の不経済（scale diseconomies）に関する議論を主要な内容とす  
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る。従来の農業経営研究における規模拡大に  

関する分析は直接的には規模論のなかでも後  

者の問題，即ち，適正規模概念にかかわるも  

のであり，規模の経済，規模の不経済に関す  

る議論を基礎とするといえよう。   

一般に規模拡大は現在の生産要素をより効  

率的に利用すること，換言すれば単位生産物  

当りの費用を節約することを動機として行な  

われるものであり，規模拡大と規模の経済・  

規模の不経済との関係は第1図に示されるよ  
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第1図  

うな短期費用曲線（SACii＝1，2，…，n）の包路線としてのU字型の長期費用曲線（LAC）に  

ょって要約される5）。規模論でいう適正規模は長期費用曲線の最低点を示す規模Y＊になる。  

したがって，従来の農業経営研究において論じられた規模拡大は，経営者の不完全知識状態と要  

素市場の不完全性のために一定の経済的・技術的条件のもとでの適正規模を実現していない農  

業経営のそれに至るまでの過程として把握されるものであり6），第1匿匿おける短期費用曲線  

SAClのSAC2，SAC3等への移行として把握されるものである。このように，規模拡大の分析  

にとって長期費用曲線は極めて重要なtoolとなっており，本節で主題とする規模拡大に関する  

分析方法論的性格と問題点の考察は上述の長期費用曲線の理論的性格の理解に多く依存する。   

さて，いまわれわれが問題とする長期費用曲線は以下に示すような主に四つの基本的仮定の  

もとに導出されるものであり，したがって，長期費用曲線の理論的性格はこれらの基本的仮定  

そのものによって多く特徴づけられることになる。  

1）技術水準（知識水準）を一定とする基本的仮定   

2）固定的生産要素の存在＝一定の経営能力のストック量に関する基本的仮定   

ここに示される二つの基本的仮定は前者が技術水準（客観的知識）の変化，後者が主観的知  

識の変化を排除するものであり，共に伝統的な静学的仮定である。そしてこれらの仮定は長期  

費用曲線が必ず逓増する領域を有すること，即ち，常に適正規模が存在することを理論的に導  

びく仮定である。   

ここでの主題である規模拡大と関連していえば，これらの基本的仮定のもとでの規模拡大は  

過小規模の経営が適正規模にいたるまでの規模拡大過程であり，したがって規模拡大にほ常に  

限界が存在することになる。また，これらの規模拡大の過程は同一技術水準，同一知識水準の  

もとでの単なる技術選択の結果としての技術変化の過程として理解されるべきものである7’0   

3）いわゆる操業費のみを費用内容とする基本的仮定  
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この基本的仮定は規模の経済，規模の不経済の概念に関連するものであり，規模拡大ととも  

に作用する規模の経済の内容が単に操業上の節約のみに限定されており，規模拡大にともなっ  

て生ずる拡張上の節約，いわゆる拡張のための費用（expansioncost）に関する節約は含まれ  

ない0 したがって，長期費用曲線によって示されることは規模を異にする場合の経済状態の有  

利・不利に関することであり，ある規模からより大きな規模へ移ることにおける有利・不利に  

関することば含まれ得ない。この意味で規模論によって示されることば経済の状態（status）に  

関してであって，経済の変化の過程（process）に関するものではない。   

4）生産物・生産物の組合せ（productsmiⅩ）を固定的とする基本的仮定   

この基本的仮定は規模拡大が生産物・生産物の組合せが不変のもとで行なわれることを仮定  

したものであり，長期費用曲線が全ての規模の領域において比較可能となり，経済的意味を有  

するために不可欠の仮定である。   

以上に示されるどとく，従来，農業経営研究における規模拡大に関する分析は種々な静学的  

仮定のもとで導出される長期費用曲線にその理論的基礎を求めるという点で静学的分析として  

の性格を有するものたらぎるを得ないと同時に，現在静学的分析に対して指摘される多くの制  

約を有することになるさ〉。   

しかし，規模拡大の過程，なかでも本稿でいうような高収益・大規模経営の成立過程におけ  

る主要な内容としての規模拡大の過程は以上に示したような長期費用曲線を基礎とする規模論  

によっては取扱い得ない動態過程に固有な属性を多く有する過程であり，なかでも以下に示す  

ような属性は特に重要である。   

一つは技術革新を伴なった規模拡大過程としての属性である。即ち，規模拡大過程は先に示  

したどとく，単に同一知識水準・同一技術水準のもとでの技術選択の過程として遂行されるも  

のではなく，知識水準，技術水準の上方シフトを伴なった技術革新の遂行の過程としての属性  

を有するものである。換言すれば規模拡大の過程は単に特定の長期費用曲線上の変化として把  

握されるべきものでなく，第2図に示される如く長期費用曲線自体のシフトを伴なった動態的  

規模拡大の過程として把握されるペきもので  
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あるということである。   

二つは生産物の変化・生産物の組合せの変  

化を伴なった過程としての属性である。現  

在，企業成長の重要な戦略の一つとして製品  

政策（生産物政策）が重視されるのと同様に，  

農業経営における規模拡大過程においても主  

幹作目の交替や成長作目の導入が重要な戦略   
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としてなされることが多いのであり，このことが規模拡大過程の分析において同時に把捉され  

るペきものである。   

三つは累積的規模拡大の過程としての属性である。本稿でいうような高収益・大規模経営の  

成立過程の主要な内容としての規模拡大は単に一回限りのものとして行なわれるものではな  

く，連続的・持続的に行なわれ，かつ個々の規模拡大はその速さと方向の二つの点で相互に関  

連した過程であり，一定方向への累積的な規模拡大のメカニズムとして把握さるペきものであ  

る。したがって，このような規模拡大は静学的分析の対象というよりも動学的過程分析の対象  

となるペき性格のものであるといえる。   

四つは経営の管理過程の重要性が著しく顕在化する過程としての属性である。一般に農業経  

営の規模拡大は摩擦と不確実性の支配する状態のもとでの長期経営計画と関連するものであ  

り，経営目標・経営者の意識・経営の運営原理・経営行動などが極めて重要になる過程である。  

したがって，規模拡大過程の分析において，管理過程の分析を背後におしやる従来の分析方法  

とは異なって，これらの管理過程自休を分析の対象とする分析方法がとられるべきである。   

五つは問題とする規模拡大過程が以上に示すような4つの属性を有する結果として経営問で  

著しく多様性を生ずる過程としての属性で奉る。即ち，同質的な経済的環境条件あるいはこれ  

らの同質的な変化のもとにありながら規模拡大過程は諸経営間でその速さや方向において著し  

い多様性を示す。したがって，このような多様性を有する規模拡大過程の分析において・経営  

間の多様性を捨象して経済合理的に行動するホモエコノミックスを前提にした従来の分析方法  

とは異なって経営間の多様性自体を分析の対象とすべき分析方法がなされるペきである。した  

がって，このような規模拡大過程の分析において，その分析の基礎を経営の外部要因に求める  

●● ことよりも経営の内部要因に求める分析方法がより有効なものと考えられる○   

以上に示される如く，特に本稿でいう高収益な大規模経営の成立過程が主要な内容とする規  

模拡大過程は従来の農業経営研究における規模論を基礎とした分析方法によってほ把握され得  

ない多くの属性を有するのであり，この点で分析方法の限界を有すると同時に，このような多  

くの属性をも分析の対象とすべき分析方法の展開が必要になってきているのであり，現在わが  

国の農業経営研究が直面する重要な課題の一つである。もちろん，わが国の農業経営研究が現  

在直面するこのような課題に対して，多くのアプローチのしかたが考えられるが，本稿では企  

業成長論的アプローチを試みようとするものであり，次節において企業成長論の方法論的性格  

と理論構成について素描したい。   

4）農業経営規模論に関する文献は著しく多いが，わが国の農業経営規模論の系譜について文献〔19〕・  
農業経営規模論の理論的概観については文献〔16〕が特に参考になる。また，規模論一般については文  
献〔5〕，〔20〕が参考になる。  

5）文献〔5〕参照。  

－那巨⊥   



農業計算学研党 葬6号  

6）文献〔39〕参照。  

7）文献〔18〕参照。  

8）近年の企業理論に対する反省については文献〔23〕参照。  

3 企業成長論の方法論的性格と構成  

－E．Penroseの企業成長論を中心にして一  

経済学において近年著しく発展を遂げた理論領域の一つは企業成長論にかかわる領域であ  

り，特にこの分野での研究が理論的，実証的両側面から多くなされるようになってきている。  

こうした企業成長論の展開の背景には多くの要因が存在する。なかでも近年極めて旺盛な企業  

成長の実態が存在し，また先進諸国における急速な経済成長の源泉として企業成長が注目され  

るようになったこと，従来の企業理論の適用不可能な領域が認識されるようになり，従来の企  

業理論の行動仮説自体に反省が加えられるようになったこと，行動科学・組織論・経営学等の  

周辺科学の進展がみられたことなどが重要な要因としてあげられる9）。   

もちろん，こうした企業成長論もいくつかの異なるアプローチによって展開されているが，  

その一つはE・PenroselO），W・T・Baumolll），R．Marris12），J．W．Williamson13）等によって  

展開されているミクロ経済学的アプローチによる企業成長論である。これらの企業成長論の問  

には方法論的性格や理論構成等の点において多くの共通点が存在している。本筋では特に  

E・Penroseの企業成長論を中心にその方法論的性格，理論構成を明らかにして，次節に展開  

すべき農業経営発展に関する問題領域の設定・分析方法についての理論的示唆を得たい14〉。   

さて，E・Penroseの企業成長論もいうまでもなく，基本的には従来の企業理論への反省の  

上にたって展開されたものである。特に，企業の行動仮説に対する反省を主要な動機として，  

従来の利潤極大化行動仮説にかわって企業成長率極大化行動仮説が提示され，企業の成長を分  

析の対象とする企業成長論が展開される。   

そこで欝1に問題とすべき点はE・Penroseの企業成長論の方法論的性格を明らかにするこ  

とである。この議論において企業の概念と企業成長の概念が中心的な役割を果す。   

従来，企業理論における企業は費用曲線と収入曲線によって決定される均衡生産量であり，  

価格の決定と資源の諸用途への配分の決定がいかにしてなされるかという点からみた企業の属  

性に着目した極めて抽象的な概念である。他方，経済界における経済的実体としての企業の本  

質的な機能一自己の資源と外部から獲得した資源とを組織的に利用して財および用役の生産  

と販売を行い利潤を獲得する一に着目すれば，企業は管理組織体としての属性と同時に生産  

的資源の集合体としての属性を有する経済的実体であり，したがって次のような企業の概念が  

導出される。即ち，企業を本質的には－？の管理機構に組織されている資源のかたまり（組織  

体）とする概念である。この企業の概念を基礎にして次に示す企業成長の概念が導かれる。  
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企業成長については二つの過程が含まれる。一つは成長体の量的増加過程であり，二つは内  

部的変化の相互作用が成長体の規模を増大させるに伴なっそ性質をも変化させる発展過程であ  

る。いま，これを一つの管理機構に組織されている資源のかたまりとして定義される企業の概  

念と結びつけていえば，ここでの企業成長は，ある特定のグループの人間が何かをなそうとす  

る企てであり，技術革新を行ない多品種生産を行なっている血も肉もある人問的な組織体の拡  

張と定義される。   

E．P。nr。Seの企業成長論は以上に示すような企業の概念と企業成長の概念を基礎として，  

いわゆる組織論的企業成長論として展開されており，次に示すような二つの方法論的特徴を有  
するものである。一つは成長を与えられた条件にふさわしい規模への単なる適応過程としてで  
なく，ある一つの方向への累積的拡大に至る内部的な発展過程として企業成長論を展開しよう  
とすることである。二つは成長過程の申に人間的な動機と意識的な人間の決定を導入して企業  
成長論を展開しようとすることであるo前者はE・Penroseの組織論的企業成長論の従来の理  

論に比較しての特徴であり，後者は生物学的成長論と比較しての特徴である0   

第2に問題とすべき点はE・Penroseの企業成長論の理論構成を明らかにすることである。   
一般に，企業は常に企業者が発見しかつ利用することのできる生産の可能性＝生産的機会に  

直面している。企業成長はこのような生産的機会の発見と利用によってもたらされるものであ  

り，また，同時にこ中らの生産的機会によって制限されるものである0したがって，企業成長  
論は時間と共に変動しつつある生産的概会に関する検討ともいうペきものであるoE・Penrose  

の企業成長論の重要な理論の領域の一つはこのような生産的機会の発見と利用に関する企業の  

もつ能九特に経営能力に関する組織論的な分析であって，次のような展開がなされる。   

一般に企業の生産的機会，したがって企業成長を制限する要因は一つは経営能力であって企  

業内部の諸条件にかかわり，二つは製品および生産要素市場であって企業外部の諸条件にかか  

ゎり，三つは不確実性と危険であって企業の内部の態度と外部の諸条件にかかわるものである0  
ここでの企業成長を制限する要因の分析において，二つの基本的仮定がおかれることによって  

企業成長に対する企業外部の制限が除去される。第1の基本的仮定は資本・労働・経営陣の会  
社にたいする供給は絶対的に固定したものでないこと，即ち，会社が購入し得る生産資源の種  

類と量には事実上制約はないというものである0第2の基本的仮定は現行の価格と金利のもと  

で利益を上げられるような投資の機会が経済界のどこかに存在するというものである0   

このような二つの基本的仮定をおくことによって企業成長を制限する要因の分析が企業内部  

の諸条件，特に経営能力を中心に組織分析を通して行なわれる0   

従来，企業理論においては経営能力は固定量と仮定され，したがって常に企業の適正規模の  
存在が仮定されてきた。しかし，経営能力が固定量とされねばならぬ必然性はなく，経営能力  
は時間と共に成長することが可能である。このことば企業を組織として考えるときには更に明  

－91→   



農業計算学研究 欝6号   

らかであり，軋Penroseは特に経営者チームを想定することによって企業の経営能力の成長  

の可能性を示し，適正規模の存在を否定し企業成長の可能性を理論的に導いた。   

他方，経営能力が経営者チームという組織として成長することが可能であることと同時に，  

それが組織であるが故に経営者チームの拡張には制約があり，したがって経営能力の成長にも  

制約が存在する。そしてこの制約は一定期間に成長する速さが速いほどきびしく作用する。一  

般にペンローズの制約といわれるものである。   

企業成長論のもう一つの理論領域は企業成長の過程でつくり出される生産的機会に関する分  

析であり，換言すれば企業成島の内部的動機を形成し，企業成長を内部的に促進する要因の分  

析である。これは企業組織のなかに，一つの方向への累積的拡大のメカニズムをみつけようと  

するものであり，企業成長の過程において生ずる未利用の生産的用役の利用可能性の存続をめ  

ぐる議論が中心である。企業成長の過程において未利用の生産的用役の生ずる可能性について  

三つの点から議論が展開される。   

一つは生産的資源の不分割性に基づくものである。企業において必要とされる生産的資源は  

多くの場合ストックの形態で購入されるのであり，これが分割不可能である場合にはいわゆる  

最小公倍数の原理が適用されようとも生産工程のバランスは達成されず，いずれかの生産的資  

源に遊休用役が生ずる。   

二つは生産的資源の特殊利用に基づくものである。即ち，同じ生産的資源が別の環境下の別  

の用途に，とくに特殊化した形で使用されるときに未利用の生産的用役が利用可能となる。企  

業は常にその生産的資源のもっとも価値のある専門化した用役をできるだけフルに使用しよう  

とする動機をもっており，このことは企業規模の増大とともに促進される。   

三つは新しい生産的用役の創造に基づくものである。もちろん，ここでの新しい生産的用役  

のなかには経営者その他の人的資源の用役だけでなく，物的資源も含むものであり，知識の自  

動的な増大はいうまでもなく，こうした人的資源と物的資源の相互作用の結果として物的資源  

の新しい用役も創造される。   

企業成長論における残る理論領域は企業成長の方向と企業成長率の決定に関する議論であ  

る。企業成長を制約する要因の性格，企業成長を促進する要因の性格によって企業のとりうる  

企業成長の方向の有利・不利の程度が異なる。また，企業成長を制約する要因の作用の程度，  

企業成長を促進する要因の作用の程度は企業成長と共に変化する。これらの議論が企業成長の  

方向と企業の最大成長率の決定に関する議論の主な内容をなしている。特に，E．Penroseの  

企業の成長率の決定のメカニズムについては宇沢によって持続的定常均衡成長モデルとして展  

開されているところである15）。   

ところで，以上に示された軋Penroseの企業成長論はいわゆる内部的な企業成長に関する  

ものであり，更に企業の吸収・合併による企業成長論も展開されている。しかし，本稿ではこ  
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の部分に関する論及は省略した。   

9）企業成長論に関する展望をうるものとして文献〔10〕，〔24〕参照   

10）文献〔30〕   

11）文献〔4〕   

12）文献〔21〕   

13）文献〔37〕   

14）以下に論ずるE．Penroseの企業成長論は文献〔30〕によっている。また，E・Penroseの企業成長  

論の理解にとって，文献〔7〕，〔36〕が参考になった。   

15）文献〔36〕参照。  

A 鼻薬経営発展に関する問題の領嘘と分析方法  

これまでにも示してきたように，本稿でいう高収益・大規模経営は経営目標・経営者の意識・  

経営の運営原理・経営行動などの点において，わが国の伝統的小農経営とは異なった新しいタ  

イプの経営であり，また，これらの経営の成立過程は革新を伴なった持続的規模拡大を主要な  

内容とし，規模論を理論的基礎とした従来の分析方法では把捉し得ない動態過程に固有な属性  

を多く有する過程である。これらの高収益・大規模経営の成立過程を対象とする分析には種々  

なアプローチがありうるが，前節において論じたE．Penroseの企業成長論が次に示すような  

点で有効な方法論的基礎を提供し得るものと考える。   

一つは高収益・大規模経営の成立過程は第2節においてのべたこれの有する多くの属性に着  

目するとき，E．Penroseの企業成長の概念，即ち，量的増加過程であると同時に，内部的変  

化の相互作用が成長体の規模を増大させるに伴なって性質をも変化させる発展過程とする企業  

成長の概念と多くの類似的性格を有するという点である。   

二つは企業成長論における企業と高収益・大規模経営がいずれもーつの管理機構に組織され  

ている生産的資源のかたまりという点で類似的性格を有するという点である。従来，わが国の  

農業経営は小農経営，家族的農業経営といわれ，家族労働力，自己所有の小規模な土地と資本  

を主体とした生産的資源の集合体としての属性のみが特に強調され，管理組織体としての属性  

が着目されることが少なかった。しかし，高収益・大規模経営は商品生産にもとずく経済合理  

的な採算の原理によって運営され，経営者のマネイジメントが著しく重要な要因となる経営で  

ある。したがってこれらの経営において，経営者を中心として他の家族労働九 雇傭労働力を  

含めてこれらの問に管理のための組織的対応が形成されつつあり，企業経営における大規模な  

管理機構と比較して一人の経営者を中心とした極めて小規模な管理機構であるが，この管理機  

構を中心として，農業経営全体が一定の目的をもった組織として組織されたものであるという  

点で，両者は組織論的分析の対象として類似的性格を有するといえる。   

三つはE．Penroseの企業成長論が組織論的企業成長論として展開されていることによって  
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示される如く，企業成長の分析の基礎を企業内部の要因に求めるという分析方法が経営間で著  

しい多様性を生ずる高収益・大規模経営の成立過程の主要な内容としての規模拡大過程の分析  

にとって有効である点である。即ち，これらの過程が，同質的な経済的環境条件あるいはこれ  

らの同質的な変化のもとにありながら諸経営間でその速さや方向において著しい多様性を示す  

のであり，これらの経営間の多様性を分析の対象とするとき，分析の基礎を経営の内部要因に  

求めることがより有効と考えられるのである。   

以上にみるように，E．Penroseの企業成長論の理論構成において重要な二つの概念におい  

て，企業と高収益・大規模経営の間に類似的性格が存在するのであり，したがって，また分析の  

基礎を経営の内部要因に求めるという分析方法が農業経営発展の分析にとっても有効であり，  

ここにE・Penroseの企業成長論の農業経営発展の分析に対する適用可能性が存在すると考え  

る。   

農業経営発展の分析における第一の重要な領域は農業経営発展を可能にし，同時にそれを制  

約する要因に関する分析であり，農業経営の内部要因，特に経営能力に関する分析である。本  

稿で問題とする高収益・大規模経営の成立の基礎にある経営目標・経営者の意識・経営の運営  

原理・経営行動は経営能力と最も密接な相互関係にあり，経営能力はこれらの諸要因を規定す  

るという点で農業経営発展の分析において極めて重要である。従来の農業経営研究における経  

営能力に関する研究は経営能力を構成する要因，特に経営者の個人的事情に関するものであっ  

た。   

ここでの主要な問題は経営能力がどのような過程を経て成長（開発）し，それがいかなる農  

業経営発展を可能にするかを理論的，実証的に分析することであり，次のような二つの経済学  

的接近方法が可能である。   

即ち，経営能力の成長（開発）に関する一つの研究方法は近年，経済学の分野においても開  

発されつつある学習理論（1earning theory）的接近方法である16）。一般に，経営能力は多くの  

要因によって構成されるが，なかでも経営者の経済的・技術的知識が最も重要なものであり，  

経営能力の成長はこのような知識が増加することによって，また，このような知識の使用能力  

の増加することによって，可能となる。経営能力の成長（開発）に関する学習理論的接近方法  

では，このような経営能力の成長が経営者の経営活動の過程における経験や学習を通して達成  

される過程を問題にするものである17）。経営能力の成長（開発）に関するもう一つの研究方法  

は組織論的接近方法である。農業経営者は一般にいわゆる経営者としての機能と同時に労働者  

としての機能，技術者としての機能を併せもつ主体である。組織論的接近方法においては経営  

の規模拡大とともに進行する組織内部の分業と専門化の過程との関連で経営能力の成長（開発）  

が問題とされ，次のような過程が考えられる。即ち，経営の規模拡大とともに経営者の多くの  

機能が組織内の家族労働九 雇傭労働力の問の分業の成立によって，経営者がいわゆる経営者  
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としての機能に専門化して経営能力が成長する過程と同時にいわゆる経営者としての機能自体  

も組織内の家族労働力，雇傭労働力の間の分業の成立によって，組織としての経営能力が成長  

する過程である。  

農業経営発展の分析における第二の重要な領域は農業経営発展のための経営行動に関する分  

析である。農業経営発展のための経営行動ほ上に論じた経営能力の成長の具体的実現の過程で  

あり，次のような具体的内容のものである。一つは新しい生産物の開発・導入，生産物の多様  

化生産物の品質による差別化などの市場対応行動であり，二つは技術革新と規模拡大の長め  

の投資行動であり，三つは前者の経営行動に経済的手段を提供するための外部資金調達行動で  

ある。これらの経営行動は年々の経営活動の水準を単に維持するための経営行動，即ち，ルー  

チン化された経営活動を遂行するための経営行動とは異なって，個々の経営の直面する需要曲  

線の持続的上方シフト，長期費用曲線の持続的下方シフトを可能にし，それに必要な経済的手  

段を供給することによって動態的な規模拡大を可能にする経営行動であり，この意味で経営発  

展のための経営行動というべきものである18）。   

したがって，この領域での主要な問題は一つはこれらの経営発展のための経営行動が経営能  

力の成長の過程でどのようにして可能になったか，換言すれば，経営能力の成長がこれらの具  

体的な経営発展のための経営行動に具体化される過程を明らかにすることであり ，二つはこれ  

らの経営発展のための経営行動がもたらす経済的結果，換言すればこれらの経営戦略としての  

意義を明らかにすることである。   

農業経営発展の分析における第三の重要な領域は農業経営発展のプロセスに関する分析であ  

り，特に農業経営の組織の内部に存在する一つの方向への累積的発展のメカニズムを問題とす  

るものである19）。   

ここでの問題にとって前節において示された企業成長の過程において未利用の生産的用役の  

生ずる可能性に関する議論が分析の基礎を提供すると考える。即ち，一つは生産的資源の不分  

割性に基づく場合であり，二つは生産的資源の特殊利用に基づく場合であり，三つは新しい生  

産的用役の創造に基づく場合である。なかでも新しい生産的用役の創造に基づく未利用の生産  

的用役の生ずる可能性に関する議論は特に先に論じた農業経営発展のための経営行動自体のな  

かに一つの方向への累積的発展のメカニズムをみようとするものでつとめて動学的な性格のも  

のである。即ち，先に示したような農業経営発展のための経営行動は単に特定時点の経営発展  

に寄与するのみでなく，これらの経営行動の累積的結果として，経営能力の成長をもたらして  

物的な生産的資源の新しい用役を創造すると同時に流通基盤，技術基盤，信用基盤など無形の  

要因を形成する。そして，これらは全く市場性を有せず，その経営に固有のものであり，その  

経営発展にとって特別に有利な要因として作用すると同時にその経営発展に個別性を与える。   

以上にみるどとく，農業経営発展の過程において生ずる未利用の生産的用役の利用可髄性を  
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めぐる議論において，生産的用役は物的要因と同時に上に示したような経営発展のための経営  

行動の結果形成される無形の要因をも含めて考えるべきである。農業経営発展に関するこの領  

域での分析において，以上に示されるようなメカニズムを対象とした分析と同時に，このよう  

なメカニズムを可能にする必要，十分な条件に関する分析も併せて重要となろう。   

農業経営発展の分析における残る重要な領域は農業経営発展の方向と速さに関する議論であ  

る。個々の農業経営にとって，農業経営発展を制約する要因，農業経営発展を促進する要因の  

性格は個別性を有し，これらの要因の性格によって農業経営発展の方向の有利・不利の程度が  

異なり，農業経営発展の方向は著しく個別性を帯びたものとなる。また，農業経営発展を制約  

する要因の作用の程度，農業経営発展を促進する要因の作用の程度は農業経営発展の速さを規  

定すると同時に農業経営発展と共に変化する。   

農業経営発展の分析において以上に示されるような議論が発展の速さと方向の決定のメカニ  

ズムを明らかにする上で重要となろう。  

16）文献〔1〕，〔2〕参照。   

17）拙稿〔11〕において若干の実証的分析を試みている。   

18）拙稿〔12〕において花井施設園芸経営の発展について実証的に論じている。   

19）拙稿〔12〕において若干の考察を試みている。  
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